
第９回渋川市上下水道事業の経営に関する協議会 令和５年４月２７日（木） 午後２時から

資料１

下水道使用料の協議経過と
今後の予定

渋川市上下水道局





目次（資料構成）

１．協議経過 ･････････････････････････････････････････････････ １

２．経費回収率の比較（公共下水道事業） ･･･････････････････････ ３ ２

３．本市における将来の管きょ更新需要（公共下水道事業） ･･･････ ４

４．県内他団体の使用料について ･･･････････････････････････････ ５

９ ５．使用料の改定案 ･･･････････････････････････････････････････ ７

①水道料金改定程度（10%）をベースに細分化

②県内１２市及び広域圏２町村の平均額程度をベースに細分化

６．社会資本整備総合交付金について ･･･････････････････････････ ９

７．今後のスケジュール ･･･････････････････････････････････････ １０

参考資料 ････････････････････････････････････････････････････ １１



1

１．協議経過

議題
・水道料金の改定に関する提言書の提出報告について
・渋川市の下水道事業の概要（現状と課題の解決に向けた取組）

主な委員意見と回答

（意見）借入金の借換えを検討してみてはどうか。
（回答）下水道事業で借り入れしているものは、基本的に借り換えた場合でも期間を延ばすことはできません。

取得した資産の耐用年数を超える年数に借り換えられない仕組みとなっています。

第４回協議会 令和３年７月２８日（水）

第５回協議会 令和３年１１月１０日（水）

議題

・６月市議会定例会経済建設常任委員会協議会への報告内容について
・水道料金の改定に関する提言書（案）について
・渋川市の下水道事業の概要（現状と課題）について
・地方創生汚水処理施設整備推進交付金に係る地域再生計画の事後評価について

主な委員意見と回答

（意見）公共下水道と他の事業の施設管理費用が違うため、同一料金でない方がいいのではないか。
（回答）事業形態によって料金に反映させてるわけではなく、市町村合併時に、平均的な形の中で市内を統一

しました。ご意見として賜り、必要性について検討していきたい。

「水道料金の改定に関する提言書」を市長へ提出 令和３年９月１７日（金）

※提言書提出の経過は11ページ参照
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議題
・渋川市の下水道事業の概要（使用料改定の必要性と目安について)

主な委員意見と回答
（意見）処理場を減らして効率化を図るのはどうか。
（回答）行幸田住宅団地のコミュニティプラントという個別の処理場を廃止して公共下水道に接続し、今後の

維持管理費を抑えるといった取り組みを行っています。

議題
・渋川市の下水道事業の概要（改定の目安と時期について）

主な委員意見（回答は別紙のとおり）
・使用料単価を上げて経費回収率を回復しようとのことだと思うが、経費回収率を低くしている他の要因につい

ても改善の方法を探らなければいけない。
・他団体における使用料区分の傾向はどのようになっているか。
・使用料を段階的に上げる検討をして欲しい。

議題
・渋川市の下水道事業の概要（具体的な使用料体系の検討）

主な委員意見と回答
（意見）他の多くの自治体は、１０立方までを基本料金内としているが、渋川市も１０立方を基本料金内とする

ことはできるのか。
（回答）経営状況、他市の状況、いただいた意見を加味しながら最終的な検討をしていきたいと思います。

～ 会議終了後、物聞沢水質管理センターにて現地視察 ～

第６回協議会 令和４年４月２１日（木）

第７回協議会 令和４年７月２８日（木）

第８回協議会 令和４年１０月２７日（木）
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➢ 全国の傾向をみると、経費回収率は上昇傾向にありますが、望ましいとされている１０
０％を達成している団体は全国で約２６％にとどまっています（令和２年度時点）。

➢ 公共下水道事業で比較すると、本市は、県内12市に近隣の吉岡町及び榛東村を含めた中
で、使用料単価と経費回収率が最も低い状況です。当該14市町村の経費回収率の平均は
82.16%で、全国類似団体平均は91.81%であり、本市（61.52%)は大幅に下回っています。

（国土交通省HP「下水道事業の経営原則」より）

経費回収率等の推移（全国）

使用料単価
汚水処理原価（円/㎥）

91.81%

61.52%

経費回収率
14市町村平均 82.16%

２．経費回収率の比較（公共下水道事業）

類
似
団
体
平
均



➢ 下表のとおり、将来的に管きょにおける多額の改築事業費が見込まれています。標準耐用年数（50年）で試算す
ると、２０２６年から２０６６年にかけて改築事業費が発生し、２０４８年頃にピークを迎える計算になります。

➢ これに加えて、下水道普及のための管きょ新設工事や、処理場及びポンプ場の改築事業費等がかかります。
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３．本市における将来の管きょ更新需要（公共下水道事業）

「渋川市公共下水道ストックマネジメント計画」より

→ストックマネジメント計画では、2016年度までの
整備分（下水道台帳データ）の将来改築を予測
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４．県内他団体の使用料について ～ 料金表の比較 ～

○ 県内１２市及び広域圏２町村 下水道使用料金表の比較 令和４年４月１日現在

超過使用料区分数
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４．県内他団体の使用料について ～ 使用料の比較 ～

○ 県内１２市及び広域圏２町村 下水道使用料の比較 令和４年４月１日現在

4,679円

※3 「平均額」は、県内１２市及び広域圏２町村の平均額

高

低
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５．改定案①：水道料金改定程度（10%）をベースに細分化

（ ）内は現行の使用料
○ 使用料収入及び繰入金収入の見込み

【見込の算定について】
使用料収入：第６回本協議会資料6ﾍﾟｰｼﾞにおいて算定した使用料見込みについて、R3を決算数値に置き換え、これを基準に再計算したもの
繰入金収入：R3=決算数値、R4・R5=予算数値。R6以降は、経営戦略数値を地方公営企業法の適用後の数値に置き換えて試算したもの

円

円

円

円

４１㎥以上

１００㎥まで
124 円

１０１㎥以上 138
温泉汚水

１㎥につき
15

臨時用 213

一般用 ８㎥まで

９㎥以上

２０㎥まで
105 円

693

（630円） ２１㎥以上

４０㎥まで
110 円

用途区分
基本使用料 超過使用料

排除汚水量 使用料 排除汚水量 使用料(１立方ｍにつき)

（100）

（100）

（125）

（113）

（13.34）

（194）

単位：百万円

基本使用料：10%増

超過使用料
20㎥まで：5%増
21㎥以上：10%増

細
分
化

○ 国土交通省の留意事項通知による基準の達成見込み

要件数値等 達成状況 要件数値等 達成状況

使用料単価が１５０円／㎥未満 ７８．２円／㎥ × 85.0円／㎥ ×

経費回収率が８０％未満 62.2% × 67.57% ×

１５年以上使用料改定を行っていない 合併以後１７年間改定していない × 改定済（条件達成） ○

重点配分の対象外となる要件
（これらをすべて満たす場合に該当）

現行（令和３年度末時点） 改定後

経営戦略のスケジュール 見直し 計画期間終了

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

使用料収入（現行） 618 615 612 609 606 603 600 4,263 約8.9%増

使用料収入（改定後） 672 669 666 663 660 657 654 4,641 378

繰入金収入（現行） 1,489 1,519 1,551 1,523 1,531 1,536 1,574 10,723 約3.6%減

繰入金収入（改定後） 1,435 1,464 1,495 1,468 1,476 1,481 1,518 10,337 -386

期間差額

合　　計
期間合計
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（ ）内は現行の使用料
○ 使用料収入及び繰入金収入の見込み

５．改定案②：県内12市及び広域圏2町村の平均額程度をベースに細分化

円

円

円

円

４１㎥以上

１００㎥まで
124 円

１０１㎥以上 138
温泉汚水

１㎥につき
15

臨時用 213

一般用 ８㎥まで

９㎥以上

２０㎥まで
105 円

819

（630円） ２１㎥以上

４０㎥まで
110 円

用途区分
基本使用料 超過使用料

排除汚水量 使用料 排除汚水量 使用料(１立方ｍにつき)

（100）

（100）

（125）

（113）

（13.34）

（194）

単位：百万円

基本使用料：30%増

超過使用料
20㎥まで：5%増
21㎥以上：10%増

細
分
化

○ 国土交通省の留意事項通知による基準の達成見込み

要件数値等 達成状況 要件数値等 達成状況

使用料単価が１５０円／㎥未満 ７８．２円／㎥ × 88.9円／㎥ ×

経費回収率が８０％未満 62.2% × 70.69% ×

１５年以上使用料改定を行っていない 合併以後１７年間改定していない × 改定済（条件達成） ○

重点配分の対象外となる要件
（これらをすべて満たす場合に該当）

現行（令和３年度末時点） 改定後

経営戦略のスケジュール 見直し 計画期間終了

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

使用料収入（現行） 618 615 612 609 606 603 600 4,263 約13.8%増

使用料収入（改定後） 703 699 696 693 690 687 684 4,852 589

繰入金収入（現行） 1,489 1,519 1,551 1,523 1,531 1,536 1,574 10,723 約5.7%減

繰入金収入（改定後） 1,404 1,432 1,462 1,436 1,444 1,449 1,485 10,112 -611

期間差額

合　　計
期間合計

【見込の算定について】
使用料収入：第６回本協議会資料6ﾍﾟｰｼﾞにおいて算定した使用料見込みについて、R3を決算数値に置き換え、これを基準に再計算したもの
繰入金収入：R3=決算数値、R4・R5=予算数値。R6以降は、経営戦略数値を地方公営企業法の適用後の数値に置き換えて試算したもの



社会資本整備総合交付金

➢ 国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金として整理し、地方公共
団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金として、平成２２年度
に創設されました。

➢ 本市においては、平成２２年度から令和３年度までで約２４億６千万円の交付を受けて
います。補助率は５０％であるため、約４９億２千万円が補助対象事業費となります。

→ 下水道の整備において非常に重要な財源となっている
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６．社会資本整備総合交付金について

下水道事業は、全国的に整備が進んでいる中ではありますが、社会資本整備総合交付金等を活用しな
がらも、財政的な理由を主として事業の執行がなかなか進まない団体が多くあります。

このような事態を鑑み、国土交通省からは、下表の要件に該当する団体は、令和７年度以降、社会資
本整備総合交付金（未普及対策事業）の重点配分*対象から除く意向が示されています。

国土交通省による留意事項通知

*重点配分とは？
国が重点的に交付金の充当を行うとされる事業。未普及対策（下水道管きょの布設工事）も対象に

なっているが、今後、重点配分の対象外となると、補助率や内定率等に影響が出る可能性がある。

重点配分の対象外となる要件
（これらをすべて満たす場合に該当）

本市の場合 該当
達成に必要な改定
倍数（参考概算）

使用料単価が１５０円／㎥未満 ７８．２円／㎥（令和３年度） ○ 約１．９２倍

経費回収率が８０％未満 ６２．２％（令和３年度） ○ 約１．２９倍

１５年以上使用料改定を行っていない 合併以後１７年間改定していない ○ ー
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７．今後のスケジュール

令和５年７月 第１０回渋川市上下水道事業の経営に関する協議会

これまでの協議内容をもとに、下水道等使用料改定に関する提言書（案）の検討を行います。

令和５年８～９月 市長へ「下水道等使用料改定に関する提言書」を提出

令和6年度中の改定案
議決を目指す

令和５年６月～ 下水道事業経営戦略の見直し
平成３０年３月に策定した下水道事業経営戦略について、経営実態や経営環境に照らし合わせた全面的な見直

しを実施します。
主な見直し内容・・・（１）経営戦略全体を公営企業会計ベースへ見直し

（２）物価上昇等、最新の実績値をふまえた「投資・財政計画」等の見直し
（３）将来的な使用料改定における基本方針の検討
（４）汚水処理施設（コミュニティ・プラント）事業の追加

✓ 一般会計の財政圧迫

✓ 社会情勢の急激な変化

✓ 国土交通省が示す期限

○今後のスケジュール（案）
R5.4 R5.5 R5.6 R5.7 R5.8 R5.9 R5.10 R5.11 R5.12 R6.1 R6.2 R6.3 R6.4 R6.5 R6.6 R6.7 R6.8 R6.9 R6.10 R6.11 R6.12

水道料金
（１案）

市議会へ条例
改正案提出

料金
改定

水道料金
（２案）

市議会へ条例
改正案提出

料金
改定

水道料金
（３案）

市議会へ条例
改正案提出

料金
改定

下 水 道
使 用 料

協議会にお
ける提言書
の検討

【議会説明】
　下水道使用
料の改定方針
について

市議会へ条
例改正案提
出（最短）

市長宛提言書の提出

改
定
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

経営戦略見直し業務期間

改 正 内 容 の 周 知

改 正 内 容 の 周 知

改 正 内 容 の 周 知



～ 水道料金改定に係る経過 ～

令和３年９月１７日 市長宛てに提言書を提出
上下水道事業の経営に関する協議会にて検討を重ねた改定方針案等を取りまとめ、市長に提出。

令和４年４月２５日 令和４年度スタートアップミーティング
令和４年度中の水道料金の改定に向けた作業を進めていく要旨を説明。

令和４年９月７日 市議会経済建設常任委員会協議会
水道料金の改定方針について内容を説明。１２月市議会定例会に条例改正案を提出する旨も説明。

令和４年１１月１日 市長説明
急激な物価高騰など昨今の社会情勢を勘案し、１２月市議会定例会への条例改正案提出を見送る

ことを決定。

令和４年１２月７日 市議会経済建設常任委員会協議会
令和４年９月市議会経済建設常任委員会協議会において、１２月定例会に条例改正案を提出する
予定である旨を説明したが、社会情勢等を勘案し提出を見送ることを説明。

令和５年１月 市長説明
新年度予算の編成にあたり、当初予算に料金改定を見込まないこととした。また、令和５年３月

定例会への条例改正案（令和５年度中の料金改定）の提出についても、見送ることとした。
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参考資料


